
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　有価証券の評価基準および評価方法

　　その他有価証券　　　　市場価格が無いことから，取得原価としている。

2 　固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

  　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　７～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　４～80年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　５～20年

3 　引当金の計上方法

(1)  貸倒引当金

　 　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2)  退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している。

(3)  賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　　予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，721,898千円である。

個　別　注　記　表



Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　水道事業会計は，水道事業ならびに温泉事業および売電事業ならびに簡易水道事業を運営しており，

各事業で運営方針等を決定していることから，この４つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

温泉事業 売電事業

160,776

簡易水道事業

90,417

　平成31年度（平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

事 業 区 分

水 道 事 業

温 泉 事 業

売 電 事 業

事　業　の　内　容

簡易水道事業以外の給水区域において水道水を供給する業務

温泉を供給する業務

水道施設を用いて発電した電力を販売する業務

簡易水道事業

合計

戸井地域，恵山地域，椴法華地域および南茅部地域の給水区域において
水道水を供給する業務

93,101

4,061,634

21,839

27,819

23,001

50,820

19,202,060

528,142

457,154

水道事業

255,496

71,878

18,539

20,977

524,978

440,368

343,372

31,115,088

27,293

△ 15,895

1,253,121

3,621,266

1,657,182

△ 259,626

△ 182,059

420,402

229,343

22,046,529

38,831

1,529,982

2,294,214

11,538

4,363,647

4,141,365

222,282

204,129

33,825,390

　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

15,706△ 201,056

22,839

△ 22,839

24,679



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

 　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

  処理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　 28,808千円

　　１年超　　 33,914千円

　　　合計　　 62,722千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失4,472千円を処理するため，貸倒引当金4,472千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として48,140千円を支給するため，退職給付引当金48,140千円を使用す

る。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

　 に属する額（12月から3月までの4か月分）として77,712千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金77,712千円を使用する。


